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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 （千円） 5,872,653 6,599,003 7,228,105 7,914,251 8,248,789

経常利益 （千円） 635,338 1,080,308 1,114,111 734,021 731,468

当期純利益 （千円） 369,612 519,505 672,887 286,341 360,183

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） 1,744 960 － － －

資本金 （千円） 1,667,106 1,667,106 1,667,106 1,667,106 1,667,106

発行済株式総数 （千株） 8,591 10,309 10,309 10,309 10,309

純資産額 （千円） 8,272,230 8,673,139 9,167,972 9,215,672 9,340,958

総資産額 （千円） 9,324,597 10,071,001 10,542,791 10,464,288 10,923,161

１株当たり純資産額 （円） 968.53 846.27 894.56 910.99 930.73

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）

（円）
15.00

(－)

15.00

(－)

16.00

(－)

18.00

(－)

18.00

(－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 43.26 50.69 65.66 28.09 35.75

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － 50.52 65.46 28.08 －

自己資本比率 （％） 88.71 86.11 86.95 88.07 85.52

自己資本利益率 （％） 4.54 6.13 7.54 3.12 3.88

株価収益率 （倍） 17.2 17.7 11.3 21.7 14.8

配当性向 （％） 34.68 29.59 24.37 64.08 50.34

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 360,535 1,118,071 633,232 909,754 1,093,689

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △359,272 △107,019 △556,007 △1,339,726 △1,568,748

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △106,621 △132,989 △157,480 △259,372 △225,267

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 2,218,343 3,096,406 3,016,151 2,326,806 1,626,478

従業員数

[外、平均臨時雇用人員]
（人）

267

[797]

315

[900]

346

[1,048]

378

[1,208]

417

[1,336]

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．平成19年３月期の１株当たり配当額16円は、設立30周年記念配当１円を含んでおります。
４．平成17年３月期及び平成21年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、希薄化効果を有してい
る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．平成18年２月１日付で株式１株につき1.2株の株式分割を行っております。
６．平成18年３月期より従来臨時雇用者数に含めておりました契約社員を、従業員数に含めて記載しておりま
す。

７．純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業
会計基準第５号　平成17年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」
(企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日)を適用しております。
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２【沿革】

年月 沿革

昭和52年10月 兵庫県西宮市門戸東町19番地１に株式会社アップ（資本金500万円）を設立。

「逆瀬川校」「門戸校」にて、アップ教育企画（現　開進館）部門を発足。

昭和53年３月 アップ進学ゼミナール（現　進学館）部門を発足。

昭和53年６月 研伸館予備校（現　研伸館）部門を発足。

昭和58年10月 香川県高松市に高松支店を設置。

昭和59年７月 広島市東区に広島支店を設置。

昭和60年３月 兵庫県西宮市に研伸館予備校西宮校本館（旧　研伸館予備校２号館）を設置。

昭和60年４月 広島支店を廃止。

昭和62年３月 アップ進学ゼミナール（現　進学館）部門に「日曜教室」を新設。

昭和62年４月 高松支店を廃止。

昭和62年10月 神戸市中央区に関連会社（当社20.0％出資）「株式会社兵庫日曜教室（現　株式会社ユーデック）」を

設立。

平成元年３月 アップ教育企画（現　開進館）箕面東校（平成12年２月末　閉鎖）の新設にともない大阪府に進出。

平成２年１月 「株式会社兵庫日曜教室（現　株式会社ユーデック）」は、同社株式の追加取得により子会社（当社

55.6％出資）となる。

平成２年４月 兵庫県西宮市高松町15番41号に自社ビル完成にともない本社を移転。

研伸館予備校西宮校（現　研伸館高校生課程西宮校）新館を併設。（その後、研伸館高校生課程西宮校

は平成５年４月と平成19年11月に新校舎に移転）

平成３年４月 大阪府富田林市にアナップ藤沢台校（平成13年７月末に移転閉鎖）を新設し、英会話部門（現　アナッ

プ）を発足。

平成３年４月 研伸館予備校部門（現　研伸館）に高卒生コースを新設（平成11年２月末より休止中）。

平成３年10月 兵庫県西宮市に関西個別受験指導会西宮北口校を新設し、個別受験指導部門（現　個別館）を発足。

平成４年４月 兵庫県川西市に研伸館予備校川西校（現　研伸館川西校）を新設。

平成５年４月 研伸館ジュニアコース(現　研伸館中学生課程)を新設。

平成５年４月 兵庫県西宮市南昭和町１番13号に研伸館高校生課程西宮校の新校舎を完成し移転。（研伸館高校生課

程西宮校は、平成19年11月に兵庫県西宮市高松町３番36号の新校舎に移転）

平成６年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成７年７月 大阪市淀川区宮原１丁目２番40号に「株式会社ユーデック」の本社が移転。

平成７年10月 「株式会社ユーデック」は、有償・第三者割当増資により当社の同社に対する持株比率が38.6％となり

関連会社となる。

平成８年12月 兵庫県西宮市に進学館西宮北口校の新校舎を完成。

平成９年２月 大阪市天王寺区に研伸館予備校（現　研伸館）上本町校を新設。

平成10年４月 大学受験指導部門にプライベートスクール課程を新設。

平成11年３月 兵庫県西宮市に進学館ゼミ苦楽園校を新設し、中学受験指導部門の校舎展開を始める。

平成12年３月

兵庫県西宮市に関西個別受験指導会(現　個別館)上ヶ原南校を新設し、個別受験指導部門10校舎となる。

平成13年２月 関西個別受験指導会(現　個別館)の積極的展開により、兵庫県芦屋市と尼崎市に進出。

平成14年３月 神戸市東灘区に研伸館高校生課程住吉校を新設。

平成14年８月 株式会社ベネッセコーポレーションと資本・業務提携を行い、同社が当社の株式を取得したことによ

り、持ち株比率が24.8%となり当社の筆頭株主となる。

平成15年２月 東京証券取引所市場第二部銘柄として株式を上場。

平成15年３月 大阪府豊中市に研伸館阪急豊中校を新設し、大阪府豊中市に進出。

平成15年10月 株式会社マルユが、株式会社ベネッセコーポレーションより当社の株式を取得したことにより、持ち株

比率が20.1％となり、当社の筆頭株主になる。

平成16年10月 関西個別受験指導会を個別館に改称。

平成17年３月 兵庫県伊丹市に個別館阪急伊丹校を新設し、兵庫県伊丹市に進出。
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年月 沿革

平成17年４月 兵庫県西宮市にこどもカレッジ西宮北口校、ＬＥＣ（レゴ　エデュケーション　センター）ＡＣＴＡ西

宮教室を新設し、幼児対象の教育サービス（現　総合教育部門）を開始。

平成18年２月 株式の流動性向上のため、単元株式数を500株から100株への引き下げ、及び株式分割(1：1.2)を２月１

日付で実施。

平成19年２月 株式会社ユーデックは、当社の保有する同社株式510株のうち120株を売却したことにより、持ち株比率

が19.7%となったため関連会社でなくなる。

平成19年３月 奈良県奈良市に研伸館学園前校、個別館学園前校を新設し、奈良県に進出。

平成19年11月 兵庫県西宮市高松町３番36号に研伸館高校生課程西宮校の新校舎を完成し移転。

平成20年３月 京都府木津川市に研伸館高の原校、個別館高の原校を新設し、京都府に進出。

平成20年12月 大阪府高槻市に個別館高槻校を新設し、大阪府高槻市に進出。　

平成21年３月 京都市西京区に個別館阪急桂校を新設し、京都市に進出。
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３【事業の内容】

　当社は、幼児から成人を対象に、小学・中学・高校・大学への進学指導を行う教室の運営、科学実験教室や英会話指

導を中心とする非受験型教育を行う教室の運営、及びこれらに付帯する教材の販売などを行っております。

［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統及び出資関係図によって示すと、次のとおりであります。

 

事業部門別の事業内容

事業部門別 内容

小・中学部

（中学受験指導部門）

進学館
小学生を対象として、国・私立中学校への受験を指導する部門であります。

（高校受験指導部門）

開進館

小学生・中学生を対象として、中学校・高校への進学及び受験を中心に指導

する部門であります。

（大学受験指導部門）

研伸館中学生課程

６ヶ年一貫教育の国・私立中学生を対象として、大学受験の基礎学力を養成

する部門であります。

高校部
（大学受験指導部門）

研伸館高校生課程
高校生を対象として、大学への受験を指導する部門であります。

その他

（個別受験指導部門）

個別館

小学生・中学生・高校生を対象として、個別に進学及び受験を指導する部門

であります。

（総合教育部門）
アナップ、サイエンスラボ、こどもカレッジ、ＬＥＣ（レゴ エデュケーション

 センター）、E-Lecture（インターネットレッスン）の運営及び利用権の販売

を行っております。

（その他）
予備校等の運営ノウハウの販売、不動産の賃貸、情報処理技術支援等を行って

おります。

４【関係会社の状況】

　その他の関係会社は、次のとおりであります。

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の被所有割
合（％）

関係内容

株式会社マルユ 兵庫県芦屋市 10,000
不動産管理業・経

営コンサルタント
20.3

当社筆頭株主、役

員の兼任

　（注）　株式会社マルユは、株式会社アップ取締役会長 木下雅勝の資産管理会社であります。
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５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

417 [1,336] 33.4 7.1 5,128,942

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［　］内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。

２．最近１年間において、従業員数が39名、臨時従業員数が128名増加しております。その主な原因は新規開設等

の業務拡張の為の採用によるものであります。

３．平均年間給与は、税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおり、算定の対象者といたしまして

は、期中入社者及び期中退職者を除いております。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

Ⅰ　当事業年度の概況

  当事業年度における日本経済は、平成20年9月の米国金融機関の破綻に端を発した世界的な景気後退局面のな

か、株価の急落や円高の急進が企業業績を圧迫しました。その結果、雇用情勢・個人消費等にもマイナスの影響が

出始め、全体として厳しい状況で推移しました。

  当業界は、「比較的景気の影響を受けにくい」という評価が一部にはあるものの、やはり経済情勢の悪化による

消費者マインドの冷え込み等の影響を受け、特に新規顧客獲得という局面において、各社厳しい現状に直面してお

ります。

  このような情勢のもと当社におきましては、従前から比べると減速感があるものの、依然としてニーズの高い個

別指導形態の校舎展開を積極的に進めながら、当社単独で開発したインターネットを利用した遠隔授業システム

の「E-Lecture」、ＩＴ技術を利用したオンデマンド方式の授業配信サービス等の付加価値の高品質化に対しても努

力してまいりました。また、当社にとって最大の使命である顧客満足度の向上というテーマに関しても、高品質で

均質化された授業の提供・科学的分析と研究を重ねたカリキュラムや教材の提供・きめ細かなケア等をより徹底

する努力を重ね、特に下半期においては退学者数の減少という結果に繋がっております。

  また、当事業年度における新たな設備投資といたしまして、新たな校舎を以下のように開設いたしました。

・(個別受験指導部門)個別館　神戸市東灘区に本山校、兵庫県西宮市に甲子園校、大阪府高槻市に高槻校、奈良県奈

良市に西大寺校、大阪府豊中市にプライベートスクール阪急豊中校、京都市西京区

に阪急桂校

  ・(高校受験指導部門)開進館　神戸市東灘区に本山校、兵庫県芦屋市にラポルテ芦屋校

・(大学受験指導部門)研伸館　奈良県奈良市に西大寺校

・(総合教育部門)　　　　　　サイエンスラボ及びこどもカレッジが大阪市天王寺区に上本町校、ＬＥＣ（レゴ エデュ

ケーション センター）が同じく大阪市天王寺区に上本町教室

Ⅱ　部門別の合格実績

  当事業年度中に行なわれた各入学試験における各部門別の合格実績は以下のとおりとなりました。当社の教育

理念は、合格実績のみを追い求めるというものではなく、全人的な成長や継続的な学習に対する興味の喚起を目指

しておりますが、顧客が当社に対して要望するものの一つに成績の向上とその結果としての志望校合格というも

のがあることは、当社役員及び社員一同が共通認識として持たねばならないものであることは確かであります。

Ａ　小学受験におきましては、関西学院初等部４名、仁川学院小学校４名をはじめ小林聖心女子学院小学校・同志

社小学校・雲雀丘学園小学校等の有名小学校へも合格者を輩出いたしました。

Ｂ　中学受験におきましては、男子の最難関中学校である灘中学校へは11名と二年連続して二桁の合格者数を達成

し、灘中学校に次ぐ難関中学校である甲陽学院中学校へは昨年比11名増の26名、女子の最難関中学校である神戸

女学院中学部へは昨年比3名増の14名が合格し、これら３中学校の合格者合計は過去最高値を更新いたしまし

た。また、その他阪神間や奈良県の有名中学校である関西学院中学部・大阪星光学院中学校・東大寺学園中学校

・関西大学第一中学校・四天王寺中学校等の合格者数も堅調に推移いたしました。

Ｃ　高校受験におきましては、今年度から当社の地盤である兵庫県西宮市の高校入試制度が長年続いてきた総合選

抜制度から複数志願選抜制度に変更となり、受験生の学力を考慮した志望校への受験が可能となりました。これ

を受け、西宮市内の受験生に人気の高かった市立西宮高等学校へは126名(定員280名)が合格し、その他の人気校

である県立西宮高等学校へも74名、市立西宮東高等学校へも42名と多数合格いたしました。また、公立高校の専

門学科・コースの受験においても、県立神戸高等学校総合理学科に16名(定員40名)、市立西宮高等学校グローバ

ル・サイエンス科に25名(定員40名)、県立宝塚北高等学校グローバルサイエンスコースに25名(定員40名)等多数

の合格を果たしました。更に、私立高校受験においても、灘高等学校2名、関西学院高等部57名、大阪星光学院高等

学校11名、関西大学第一高等学校18名など堅調に推移いたしました。

Ｄ　大学受験における現役合格者数は、東京大学の過去最高値40名(うち、理Ⅲ8名も過去最高)、京都大学の過去最高

値90名(医学科13名含む)をはじめとし、大阪大学119名(医学科10名含む)、神戸大学101名(医学科11名含む)等を含

んだ国公立大学現役合格者全体も813名となり、三年連続して過去最高値を更新し、医学科合格者数の83名も過

去最高を更新いたしました。また、関西における難関有名私立大学である関関同立(関西学院、関西、同志社、立命

館)の４大学においては、同志社大学、立命館大学で過去最高値となり、４大学計1,938名の現役合格者数となりま

した。さらに、関東圏の私立大学においても慶応大学は42名(医学科5名含む)、早稲田大学は48名等の堅調な数字

を維持しております。
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 Ⅲ　当事業年度の経営成績

  前述の営業努力の結果、当事業年度末における平均月間生徒数は、前事業年度比413名増加し、19,169名となりまし

た。その結果、通期における業績は、売上高で8,248百万円(前年事業年度比4.2％増)となりましたが、株式市場の大幅

下落等に伴い、適格企業年金資産の運用損失による退職給付費用の負担増(185百万円)が生じ、営業利益は716百万円

(前年事業年度比0.5％減)、経常利益は731百万円(前年事業年度比0.3％減)となりました。当期純利益は、前事業年度に

比べ固定資産売却損、校舎整理損、保有しております投資有価証券の評価損等が減少した結果、360百万円(前年事業

年度比25.8％増)となりました。

(2)キャッシュ・フローの状況

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は1,626百万円となり、前事業年度末に比べ

700百万円減少（前年同期比30.1％減）となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、1,093百万円（前事業年度に獲得した資金は909百万円）となりました。これは主

に通期における生徒数の増加により営業収入が増加したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、1,568百万円（前事業年度に使用した資金は1,339百万円）となりました。これは

主に賃借していた土地・建物を取得したことにより、有形固定資産の取得による支出が増加したことによるもの

です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、225百万円（前事業年度に使用した資金は259百万円）となりました。これは主

に自己株式の取得による支出が前年に比べ減少したことによるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社は、生徒に対して学習指導を行うことを主たる業務としておりますので、生産能力として表示すべき適当な指標

はありません。従いまして、生産実績、受注状況については、該当事項はありません。

販売実績

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　　①事業部門別生徒数の状況

事業部門別

前事業年度末 当事業年度末

（平成20年３月31日） （平成21年３月31日）

生徒数（人） 生徒数（人）

小・中学部

（中学受験指導部門）

2,012 2,026進学館

（高校受験指導部門）

3,879 3,738開進館

（大学受験指導部門）

767 671研伸館中学生課程

高校部
（大学受験指導部門）

3,958 3,842研伸館高校生課程

その他

（個別受験指導部門）

4,103 4,172個別館

（総合教育部門）

　（注）２ 1,946 2,182

（その他）

　（注）３ － －

合計 16,665 16,631

　　②事業部門別売上高の状況

事業部門別

前事業年度 当事業年度

（自　平成19年４月１日 （自　平成20年４月１日
　至　平成20年３月31日） 　至　平成21年３月31日）

売上高（千円） 売上高（千円）

小・中学部

（中学受験指導部門）

1,077,039 1,065,406進学館

（高校受験指導部門）

1,655,093 1,796,190開進館

（大学受験指導部門）

479,397 439,937研伸館中学生課程

高校部
（大学受験指導部門）

2,475,573 2,568,401研伸館高校生課程

その他

（個別受験指導部門）

1,808,357 1,934,062個別館

（総合教育部門）

　（注）２ 299,493 335,800

（その他）

　（注）３ 119,295 108,990

合計 7,914,251 8,248,789

（注）１．生徒数は、事業年度末現在の在籍人数（講習会外部生を除く）を記載しております。

　２．（総合教育部門）は、アナップ、サイエンスラボ、こどもカレッジ、ＬＥＣ（レゴ エデュケーション セン

ター）、E-Lecture（インターネットレッスン）の運営及び利用権の販売によるものであります。

３．（その他）は、予備校等の運営ノウハウの販売、不動産の賃貸によるものであります。

４．売上高には、消費税等は含まれておりません。

③　主要顧客別売上状況

　売上高の10％以上を占める主要顧客はありませんので、記載は省略しております。
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３【対処すべき課題】

(1）現状の認識について
　政府の教育再生会議による「ゆとり教育」の本格的な転換により、従来からの私学を中心とした独自対応が、公教

育においても論議・実践されるようになっております。それを受けて、塾業界においても実効的かつ迅速な対応を

期待する保護者からのご要望を強く感じております。

　また、経済のグローバル化の進展とともに、日本の産業構造も変革を迫られ、企業活動において従業員一人一人に

高度な知識の修得が必要とされ、教育においても受験学力のみならず、新時代に適応する新たな学力の必要性が議

論されております。

　このような情勢の下、民間教育においては、受験実績の向上によるブランド力の強化、語学・理数系分野における

新たな教育サービスの提供、ＩＴを活用した教育サービスの開発など、顧客（生徒・保護者）のニーズを捉えた教

育事業を展開する企業は競争優位を獲得することができております。

(2）当面の対処すべき課題の内容
①　既設部門の生産性向上

　少子化による対象生徒数の減少という厳しい環境が続く中、売上高及び利益の増大に結びつけるためには、付加

価値を加えたサービスを提供して顧客満足度を高め、既設部門の生産性向上を図ることが重要な課題となってお

ります。

②　新たな校舎展開

　当社は中期経営計画に基づいて校舎展開を実施しております。校舎の展開においては他社との差別化が必要で

あり、受験指導におけるブランドの更なる強化、顧客ニーズを掘り起こす新たな教育サービスの提供が重要な課

題であります。

③　新規事業の開発

　当社は、小学・中学・高校・大学への学習指導におきまして合格実績の向上による受験ブランドを強化してま

いりましたが、受験中心の教育事業から、非受験型教育サービスや、新しい教育コンテンツの開発を行い、総合教

育企業に向けた多様化が課題と考えております。

(3）対処方針

　今後の当社の戦略といたしましては、小学・中学・高校・大学への受験指導における合格率の向上や進路指導の

充実を通じたブランド力の強化を実現しつつ、多様化する教育ニーズに対応するため、新たな教育コンテンツの提

供並びに事業プロセスの改善による生産性の向上を推進してまいります。

新たな校舎展開に関しましては、前事業年度に進出いたしました京都府木津川市、神戸市北区並びに当事業年度

に進出いたしました大阪府高槻市、京都市西京区を含めた各地域におきまして、当社が持つ小学・中学・高校・大

学への受験指導ノウハウ及び非受験型教育ノウハウが効率的に融合した商品設計を行い、他社の展開と差別化され

た教育サービスを展開してまいります。

新規事業の開発に関しては、非受験型の教育サービス事業の拡充、インターネットを活用した遠隔授業、ＶＯＤ

（ビデオオンデマンド）システムによるビデオ視聴サービスの提供などの新しい教育サービスの開発をより一層

進めてまいります。また、提携事業の推進や他社との協業による事業展開も積極的に図ってまいります。

(4)具体的な取組状況
　顧客満足度向上のため、教育サービスとしての最大の商品である学習指導も含めた教務力の向上は言うまでもな

く、ＩＴを利用した学習環境の向上にも注力しております。具体的には、双方向参加型の遠隔授業システム「

E-Lecture（平成21年2月3日米国特許取得済み。その他日本を含め各国に出願中）」並びに、授業の動画と講師の書い
た板書の字も正確に読み取れる静止画の２画面を備えた「VOD（ビデオオンデマンド）ラーニングシステム」が
現在稼働中です。

新たな校舎展開に関しましては、前事業年度に引き続き好立地マーケットへの積極的展開を大きな柱として実施

いたしました。具体的には、神戸市東灘区に(高校受験指導部門)開進館及び(個別受験指導部門)個別館を併設した本
山校、奈良県奈良市に(大学受験指導部門)研伸館及び(個別受験指導部門)個別館を併設した西大寺校、大阪府高槻市
に(個別受験指導部門)個別館高槻校、京都市西京区に(個別受験指導部門)個別館阪急桂校等を新設いたしました。こ
れにより当社の教室数は103教室となりました。
新規事業の開発に関しては、前述の「E-Lecture」が、平成19年４月より京都大学（日本）・清華大学(中国・北京)
・マラヤ大学(マレーシア・クアラルンプール)の三大学を結ぶ遠隔授業用システムとして導入されていることをは
じめ、同システムの利用権を提供することによるビジネスモデルの構築や、「E-Lecture」を用いた講座である「京大
スパルタン」・「灘中E-Lecture」のように超難関校を志望する日本全国の生徒を対象とした講座を開発し、従来と
は違った形での生徒獲得を図っております。
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４【事業等のリスク】

　当社は、総合的・多面的な教育事業部門を展開することによって、リスク要因を分散するとともに、今後は学習指導

中心の受験事業に加え、読書・科学・語学・幼児教育などの総合教育事業を展開してまいります。有価証券報告書に

記載しております事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項は、以下のようなものがあります。

　これらのリスクが発生した場合、生徒数の減少に伴う売上高減少など、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。なお、文中の、将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)人材の確保について
　当社が営業する教育サービスにおいては、カリキュラムや教材の充実が求められており、そのためには高度な知

識、指導力、経験を持った優秀な人材の確保が不可欠であります。当社といたしましては、現在、新卒採用を中心に人

材の採用を実施しておりますが、今後、より多くの優秀な人材を獲得するためには、年間を通じた継続的な中途採用

などを積極的に進めていくことも考える必要があります。当社が必要とする人員の確保、育成が進まなければ、校舎

開設計画の見直しなど事業展開への影響を受ける可能性があります。

(2）少子化について
　当社の属する教育業界においては、いわゆる少子化の影響が懸念されておりますが、保護者が子供に対し質の高い

教育を受けさせたいというニーズは多く、独自の付加価値を求める要望が多くあります。しかし、今後も少子化の進

行や個人消費の低迷が継続するような環境があった場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

(3)安全確保について
　当社が営業する校舎内においては、生徒の安全管理について充分な配慮を行うことに努めております。今後、より

マニュアル化した安全対策を行っていくことにより、万全の管理に努めてまいります。しかし、突発的な事象により

影響を受ける可能性があります。

(4)新規部門参入について
 当社が教育サービスを展開し提供している地域においては、非受験型教育へのニーズも多く、これに対応した新規

部門への参入も行っております。しかし、ノウハウの蓄積やコストパフォーマンスの改善等検討する余地が多くあ

るため、急激な校舎展開を進めることが難しい場合もあります。顧客ニーズに応えながら、均質的なカリキュラムや

テキストの構築を進めてまいりますが、計画どおりに進まない場合には、サービスや質の低下を招き、業績に影響を

与える可能性があります。

(5)個人情報の管理について
  当社が教育サービスを提供していく上で、顧客の個人情報を取得することは必要不可欠なことです。取得した個

人情報に関しては、個人情報保護法の定めを遵守し、ネットワークにおけるセキュリティーの強化、社内規程及びそ

の施行細則・プライバシーポリシーの策定、それらに基づいた社員教育を実施するなど、組織的・人的・物理的・

技術的な安全対策を施し、その保護に関しては最善の体制を敷いております。しかし、万一何らかの事情により当社

が保有する個人情報が外部に流出した場合には、影響を受ける可能性があります。

(6)大規模自然災害及び感染症（新型インフルエンザ等）の流行によるリスクについて

　当社のITを利用した教育ツール「E-Lecture」は、通塾が困難な状況にある生徒への在宅学習や、フォローが出来る

システムであり、災害や感染症が発生した際にも生徒への教育サービスを提供することが可能です。しかし万が一、

地震等の予期できない災害等による当社建物及びサーバー、ネットワーク機器等への物理的損壊によるサービス提

供の中断や、生徒の通塾が長期に亘り不可能になった場合は、当社の業績に影響を与える可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

賃借契約

　平成21年３月31日現在における重要な賃借契約は、次のとおりであります。

契約先名 契約期間 賃借物件

合同会社RP-12リーシング

（注）

自　平成９年２月１日

至　平成24年１月31日
大阪市天王寺区石ヶ辻町15番18号

　（注）　　契約対象ビル延床面積　 7,029.31㎡

契約延床面積　　　　　 6,326.37㎡

差入保証金　　　　　　266,640千円

賃借料(月額)　　　　　 17,417千円

　

６【研究開発活動】

　特記事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成いたしております。

この財務諸表の作成にあたり、見積りが必要な事項につきましては、合理的な基準に基づき、会計上の見積りを

行っております。

　詳細につきましては、「第５　経理の状況　財務諸表等」の「重要な会計方針」に記載のとおりであります。

(2）財政状態の分析

　当事業年度末における総資産は、10,923百万円となり、前事業年度末に比べ458百万円増加（前年同期比4.4％増）

となりました。

　資産の部の主な変動といたしましては、前事業年度に解約した賃借物件の差入保証金の返金が当事業年度にあっ

たことによる未収入金の減少、固定資産の取得等による現金及び預金の減少により流動資産が765百万円減少した

こと、土地、建物の取得により固定資産が1,224百万円増加したことがあげられます。

　負債の部の主な変動といたしましては、適格退職年金制度における年金資産の減少に伴う退職給付引当金の増加、

預り保証金の受け入れによる増加等で固定負債が335百万円増加したことがあげられます。

　純資産の主な変動といたしましては、利益獲得により利益剰余金が178百万円増加したことがあげられます。また、

株主資本比率は85.5％となりました。

(3)キャッシュ・フローの分析

　当事業年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2)キャッシュ・

フローの状況」をご参照下さい。

(4)経営成績の分析

　当事業年度の経営成績の分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(1)業績」をご参照下さい。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　　　設備投資に関しましては、新たな校舎を以下のように開設いたしました。

　　　・（個別受験指導部門）個別館 神戸市東灘区に本山校、兵庫県西宮市に甲子園校、大阪府高槻市に高槻校、奈良県奈良

市に西大寺校、大阪府豊中市にプライベートスクール阪急豊中校、京都市西京区に

阪急桂校

　　　・（高校受験指導部門）開進館 神戸市東灘区に本山校、兵庫県芦屋市にラポルテ芦屋校

　　　・（大学受験指導部門）研伸館 奈良県奈良市に西大寺校

　　　・（総合教育部門）　　　　　 サイエンスラボ及びこどもカレッジが大阪市天王寺区に上本町校、ＬＥＣ（レゴ エデュ

ケーション センター）が同じく大阪市天王寺区に上本町教室

　　　　また、新たな不動産として、当社が賃借していた奈良県奈良市学園北の建物（土地付）及び将来の事業用地として兵

庫県西宮市甲風園の土地を取得いたしました。

　　　　この結果、当事業年度の設備投資額は、有形固定資産で1,671,192千円、無形固定資産で50,994千円、差入保証金で73,652

千円の合計1,795,839千円であります。

　　　　主な増加は、土地871,427千円及び建物（附属設備を含む）の693,112千円であります。

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備は、次のとおりであります。

　平成21年３月31日現在

事業部門別の名称
事業所名

（所在地）

設備の

内容

帳簿価額（千円）
従業員

数

(人)

(注)

２

建物
器具及び備

品

土地

(面積㎡)

差入

保証金

その他

(注)１
合計

(中学受験指導部門)

進学館

西宮北口校

(兵庫県西宮市)

他10校舎

教室 307,411 28,625
440,261

(332.99)
86,293 11,240 873,832

68

(66)

(高校受験指導部門)

開進館

逆瀬川校

(兵庫県宝塚市)

他21校舎

教室 518,449 20,492
819,346

(1,680.70)
191,447 25,061 1,574,797

75

(128)

(大学受験指導部門)

研伸館中学生課程

上本町校

(大阪市天王寺区)

他５校舎

教室 46,713 5,950
118,619

(129.44)
28,000 569 199,853

24

(20)

(大学受験指導部門)

研伸館高校生課程

西宮校

(兵庫県西宮市)

他８校舎

教室 1,143,939 136,984
996,628

(572.03)
688,041 20,481 2,986,075

112

(142)

(個別受験指導部門)

個別館

西宮北口校

(兵庫県西宮市)

他40校舎

教室 175,116 19,205
67,680

(249.32)
144,395 44,328 450,725

66

(904)

(総合教育部門)

アナップACTA西宮校

(兵庫県西宮市)

他13校舎

教室 115,015 12,585
126,000

(44.40)
19,287 503 273,391

40

(71)

(その他)
本社

(兵庫県西宮市)
事務所 38,011 58

777,288

(2,378.79)
－ 2,372 817,731

2

(-)

管理
本社

(兵庫県西宮市)
事務所 116,076 14,984

457,768

(43.86)
22,426 25,996 637,253

30

(5)

合計 － － 2,460,735 238,885
3,803,593

(5,431.53)
1,179,891 130,554 7,813,660

417

(1,336)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」には、構築物18,426千円、車両運搬具9,253千円、建設仮勘定4,800千円、無形固定資産

98,075千円を含んでおります。

２．従業員数の（　）は、平均臨時雇用人員を外書しております。
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３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

平成21年３月31日現在

名称 リース期間
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

器具及び備品

（所有権移転外ファイナンス・リース）
36ヶ月 10,819 1,188

合計 － 10,819 1,188

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社の設備投資については、今後の経済動向、業界動向、需要予測などを総合的に勘案して策定しております。

　なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設などの計画は、次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

事業所名 事業部門の名称 設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び

完了予定年月
完成後の予

定面積(㎡)

座席数(席)
総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

①新設校
（高校受験指導部門）

開進館

差入保証金

内装・消耗品

　

7,600

30,000

2,280

－　

自己資金に

より充当

平成21年

１月　

平成22年

３月　

252.0　

(80)　

②新設校　
（個別受験指導部門）

個別館　

差入保証金

内装・消耗品

8,000

13,000　

－

－　

自己資金に

より充当　

平成21年

５月　

平成21年

７月

120.0　

(24)　

③新設校　
（個別受験指導部門）

個別館

差入保証金

内装・消耗品

　

8,000

13,000　

－

－　

自己資金に

より充当　

平成21年

７月　

平成21年

９月　

120.0　

(24)　

④新設校　
（個別受験指導部門）

個別館　

差入保証金

内装・消耗品

　

5,000

13,000　

－

－　

自己資金に

より充当　

平成21年

10月　

平成21年

12月　

120.0　

(24)　

⑤新設校　
（個別受験指導部門）

個別館　

差入保証金

内装・消耗品

5,000

13,000　

－

－　

自己資金に

より充当　

平成22年

１月　

平成22年

３月　

120.0　

(24)　

⑥新設校　
（個別受験指導部門）

個別館　

差入保証金

内装・消耗品

　

5,000

13,000　

－

－　

自己資金に

より充当　

平成22年

１月　

平成22年

３月　

120.0　

(24)　

⑦新設校 （総合教育部門）　
差入保証金

内装・消耗品

12,000

10,000　

－

－　

自己資金に

より充当　

平成21年

６月　

平成21年

７月

300.0　

(60)　

合計 －　 －　 155,600 2,280　 　－ 　－ 　－
1,152.0　

(260)　

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）重要な設備の移転

事業所名 事業部門の名称 設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び

完了予定年月
完成後の　面

積(㎡)

座席数(席)
総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

①　
（高校受験指導部門）

開進館　

差入保証金

内装・消耗品

19,807

47,000

19,807

－　

自己資金に

より充当

平成19年

７月　

平成21年

４月　

387.70　

(180)　

②
（個別受験指導部門）

個別館

差入保証金

内装・消耗品

　

19,807

13,000

19,807

－　

自己資金に

より充当

平成19年

７月　

平成21年

４月　

132.20　

(24)　

③
（総合教育部門）

サイエンスラボ　

差入保証金

内装・消耗品

－

10,000　

－

－　

自己資金に

より充当

平成21年

９月　

平成22年

３月

66.40　

(12)　

合計 －　 －　 109,614 39,614　 　－ 　－ 　－
586.30　

(216)　

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　  (3) 除却等の計画

事業所名 事業部門の名称 設備の内容

特別損失予定金額
着手及び

完了予定年月
減少する　面

積(㎡)

座席数(席)
総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

①　
（高校受験指導部門）

開進館　

原状回復

校舎整理損

－

5,563

－

－　

平成19年

７月　

平成21年

４月　

280.35　

(164)　

②
（個別受験指導部門）

個別館

原状回復

校舎整理損　

50

122

－

－　

平成19年

７月　

平成21年

４月　

57.50　

(18)　

③
（総合教育部門）

サイエンスラボ　

原状回復

校舎整理損

2,000

483　

－

－　

平成21年

９月　

平成22年

３月

67.47

(12)　

合計 －　 －　 8,218 －　 　－ 　－
405.32　

(194)　

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,400,000

計 32,400,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月26日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 10,309,200 10,309,200
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数100株であり

ます。

計 10,309,200 10,309,200 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　平成16年6月24日定時株主総会決議

 
事業年度末

（平成21年３月31日）
提出日の前月末

（平成21年５月31日）

新株予約権の数 354個 354個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －個 －個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 212,400株 212,400株

新株予約権の行使時の払込金額 686円 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年7月 1日

至　平成21年6月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額

発行価格　　　 686円

資本組入額　　 343円
同左

新株予約権の行使の条件

ａ　新株予約権の割当を受けた者（以

下、「新株予約権者」とする。）に

ついて、法律や社内諸規則等の違

反、社会や会社に対する背信行為等

があった場合には、権利は即時に喪

失するものとし、以後、当該対象者

の新株予約権の行使を認めない。

ｂ　新株予約権者は、権利行使時にお

いても、当社取締役、従業員である

ことを要する。

ｃ　新株予約権の相続に関しては、取

締役会で決議された場合にかぎり

相続できるものとする。

ｄ　その他の権利行使者の条件は、本

総会決議及び新株予約権発行の取

締役会決議に基づき、当社と新株予

約権者の間で締結する新株予約権

付与契約書に定めるところとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。 同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
－ － 
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（３）【ライツプランの内容】

 　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金　　
残高
（千円）

平成16年4月1日～

平成16年4月30日(注)１
131,000 8,591,000 26,986 1,667,106 26,986 1,946,100

平成18年2月1日(注)２ 1,718,200 10,309,200 － 1,667,106 － 1,946,100

　（注）１．旧商法に基づく新株引受権の権利行使によるものであります。

２．平成18年２月１日付をもって１株を1.2株に株式分割したことによるものであります。

（５）【所有者別状況】

    平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数 100株） 単元未満株式の

状況（株）

（注）

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人その他

（注）
計

個人以外 個人

株主数（人） － 9 13 33 5 － 1,769 1,829 －

所有株式数

（単元） － 6,833 238 26,965 14,015 － 55,034 103,085 700

所有株式数

の割合（％） － 6.63 0.23 26.15 13.60 － 53.39 100.00 －

（注）自己株式273,072株は、「個人その他」に2,730単元、及び「単元未満株式の状況」に72株を含めて記載しておりま

す。

（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名または名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

株式会社マルユ 兵庫県芦屋市東山町５－７ 2,040 19.78

木下　雅勝 兵庫県芦屋市 1,160 11.26

ビービーエイチ フォー フィデリティーロープライス

 ストック ファンド

常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

40 WATER STREET,

 BOSTON MA 02109 U.S.A.

東京都千代田区丸の内２丁目

７番１号　決済事業部 780 7.56

株式会社ベネッセコーポレーション

岡山県岡山市南方３丁目７－

17 480 4.65

アールービーシー デクシア インベスター サービ

シーズ トラスト,ロンドン クライアント アカウント

常任代理人

スタンダード チャータード銀行

71 QUEEN VICTORIA STREET

,LONDON,EC4V 4DE

,UNITED KINGDOM

東京都千代田区永田町２丁目

11番１号 山王パークタワービ

ル21階 384 3.72

アップ従業員持株会 兵庫県西宮市高松町15－41 330 3.20

北嶋　勇志 兵庫県宝塚市 307 2.98

株式会社アップ 兵庫県西宮市高松町15－41 273 2.64

竹田　和平 愛知県名古屋市天白区 240 2.32

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

東京都千代田区丸の内２丁目

７－１ 180 1.74
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氏名または名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

日本生命保険相互会社

東京都千代田区丸の内１丁目

６－６ 180 1.74

計 － 6,355 61.65
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  　273,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,035,500 100,355

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であ

ります。

単元未満株式 普通株式        700 －
一単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 10,309,200 － －

総株主の議決権 － 100,355 －

②【自己株式等】

　 平成21年３月31日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社アップ
兵庫県西宮市高松町

15番41号
273,000 － 273,000 2.64

計 － 273,000 － 273,000 2.64
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（８）【ストックオプション制度の内容】

 　当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法に基づき新株予約権を発行する方法に

よるものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

 （平成16年６月24日定時株主総会決議）

　旧商法に基づき、平成16年６月24日定時株主総会終結の時に在任する当社取締役及び同総会終結時に在籍する

当社従業員（以下「対象者」と称する。）に対して特に有利な条件を持って新株予約権を発行することを、平成

16年６月24日定時株主総会において特別決議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成16年６月24日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　6名

当社従業員　127名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。

　但し、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で対象者が行使していない新株予約権の目的たる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を

行い当社が完全親会社となる場合、または、当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める

株式数の調整を行うことができるものとする。

 ２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

払込価額
＝

調整前

払込価額
×

１

分割・併合の比率

 　　また、時価を下回る価額で新株を発行（旧商法に基づく新株予約権の行使の場合を含まない。）または自己株式

を処分するときは、次の算式により払込価額を調整し、調整による1円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行（処分）株式数 × １株当たり払込金額

調整後

払込価額
＝
調整前

払込価額
×

分割、新規発行（処分）前の時価

 新規発行（処分）株式数＋既発行株式数 

 ３．付与対象者のうち当社従業員の人数は、株主総会の決議以降、退職等により、平成21年３月31日現在113名と

なっております。

 ４．新株予約権の行使時の払込金額は、平成18年２月１日実施の株式分割（1:1.2）により、平成21年３月31日現在

686円となっております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条7号に該当する普通株式の取得であります。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年7月17日）での決議状況

（取得期間　平成19年7月18日～平成20年3月期に係る定

時株主総会の前日）

200,000 200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 132,500 91,740,900

当事業年度における取得自己株式 18,800 11,284,200

残存決議株式の総数及び価額の総額 48,700 96,974,900

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 24.4 48.5

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 24.4 48.5

　

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年６月24日）での決議状況

（取得期間　平成20年６月25日～平成21年５月31日ま

で）

200,000 200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 61,100 32,296,700

残存決議株式の総数及び価額の総額 138,900 167,703,300

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 69.5 83.9

当期間における取得自己株式 15,000 7,607,900

提出日現在の未行使割合（％） 62.0 80.0

　 (注)当期間における取得自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの取得株式数は含まれ

ておりません。

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成21年５月25日）での決議状況

（取得期間　平成21年６月１日～平成22年５月31日ま

で）

200,000 200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 100.0 100.0

　 (注)当期間における取得自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの取得株式数は含まれ

ておりません。
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（３）【株主総会決議または取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 40 19,840

当期間における取得自己株式 － －

 (注)当期間における取得自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの取得株式数は含まれ

ておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 273,072 － 288,072 －

 (注)当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの取得株式数は含まれ

ておりません。

EDINET提出書類

株式会社アップ(E04893)

有価証券報告書

23/62



３【配当政策】

　当社は、企業価値の継続的向上を図るとともに、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要課題の一つとして位置

付けております。このような観点から、剰余金の配当等の決定につきましては、当社を取り巻く経営環境や下記の方針

によって実施することとしております。

  配当につきましては、安定した配当を継続的に実施することを基本として、各事業年度の業績、財務状況、今後の事

業展開等を総合的に勘案して、配当性向35％以上を目標に実施してまいります。

  また、内部留保につきましては、財務体質の強化、今後成長が見込める事業分野への投資、設備投資などに活用して

まいります。

  さらに、自己株式の取得につきましては、企業環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するために、財務状

況、株価の動向等を勘案しながら適切に実施してまいります。

  これらの方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき18円とさせていただきました。また、

当事業年度において、自己株式を79,940株(取得価額総額43,600千円)を取得いたしました。

 なお、第32期の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たりの配当額

(円) 

 平成21年４月27日

取締役会
180,650 18.00

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 850
1,169

□911
960 774 639

最低（円） 580
675

□750
702 563 374

　（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

２．□印は、株式分割（平成18年２月１日、１株→1.2株）による権利落後の株価であります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 577 501 557 541 524 539

最低（円） 374 451 499 480 501 495

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

会長
 木下　雅勝 昭和24年５月29日生

昭和52年10月 当社設立　代表取締役社長

昭和59年10月 株式会社マルユ代表取締役社長

（現任）

平成21年６月 取締役会長(現任)

（注）

２
1,160

取締役

社長

代表取

締役
尾上　嘉基 昭和31年６月９日生

昭和54年４月 当社入社

平成３年６月 取締役教務部長

平成６年４月 常務取締役第二事業本部長

平成12年４月 取締役アナップＭＤ

平成14年３月 取締役統括役員

平成16年４月 取締役広報・事業本部ＭＤ

平成16年７月 取締役企画・管理本部ＡＤ

平成17年４月 取締役管理ＡＤ

平成17年12月 取締役ＭＤ

平成18年６月 常務取締役

平成21年６月 代表取締役 社長執行役員(現任)

（注）

２
72

取締役 　 小南　達男 昭和36年３月８日生

昭和60年４月 当社入社

平成９年６月 取締役第六事業部長

平成11年３月 取締役進学館ＭＤ

平成14年３月 取締役統括役員

平成15年３月 取締役進学館担当ＭＤ

平成16年４月 取締役小学部ＭＤ　

平成16年６月 取締役退任

平成16年６月 進学館担当ＭＤ

平成20年６月 取締役進学館担当ＭＤ

平成21年６月 取締役執行役員開発・進学館・ＥＣ

Ｅ(現任）

（注）

２
38

取締役 　 宮本　剛治 昭和39年10月18日生

昭和62年４月 当社入社

平成11年３月 開進館ＭＤ

平成14年３月 開進館担当

平成16年４月 中学部ＭＤ　

平成21年６月 取締役執行役員採用・開進館(現任)

（注）

２
30

取締役 　 松尾　秀彦 昭和43年３月８日生

平成３年４月 株式会社学星舎入社

平成５年３月 当社入社

平成13年３月 総合企画ＭＤ

平成14年３月 研伸館高校生課程担当

平成15年３月 研伸館担当ＭＤ

平成16年４月 高校部ＭＤ　

平成21年６月 取締役執行役員企画・研伸館(現任)

（注）

２
41

取締役 　 辰巳　和功 昭和36年12月１日生

昭和59年４月 大和証券株式会社入社

平成５年11月 当社入社

平成14年３月 関西個別受験指導会担当

平成15年３月 関西個別受験指導会担当ＭＤ

平成16年４月 個別指導部ＭＤ　

平成21年６月 取締役執行役員戦略・個別館(現任)

 ※関西個別受験指導会は、平成16年10月に個別館に

改称しております。

（注）

２
29
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 　常勤 猿渡　彬順 昭和20年２月13日生

昭和44年６月 西宮市役所入所

平成13年４月 西宮市企画財政局都市計画部長

平成17年６月 当社監査役（現任）

（注）

３
1

監査役

（非常勤）
 佐野　秀和 昭和28年４月21日生

昭和51年４月 大日本印刷株式会社入社

昭和59年12月 司法書士登録

昭和60年１月

平成15年７月

司法書士佐野秀和事務所開設

簡易裁判所訴訟代理認定資格取得

平成19年６月 当社監査役（現任）

（注）

３
－

監査役

（非常勤）
 辻井　一成 昭和30年11月12日生

昭和61年４月 弁護士登録

大阪弁護士会所属

高橋総合法律事務所入所

平成３年５月 辻井法律事務所開設

平成11年６月 堂島総合法律事務所開設

平成15年４月 大阪学院大学大学院法学部講師（現

任）

平成17年４月 大阪弁護士会綱紀懲戒委員会副委員

長（現任）

平成19年４月 社会福祉法人南山福祉会理事（現

任）

平成19年６月 当社監査役（現任）

（注）

３
－

監査役

（非常勤）
 坪多　晶子 昭和31年１月10日生

昭和53年４月 株式会社大和銀行 年金信託部勤務

昭和61年８月 株式会社大栄教育システム池袋校入

社

平成２年11月 公認会計士小島興一事務所入所

平成２年11月 税理士登録

平成３年１月 有限会社トータルマネジメントブ

レーン代表取締役（現任）

平成５年10月 有限会社アルム代表取締役（現任）

平成15年５月 ＮＰＯ法人近畿定期借地借家権推進

機構理事（現任）

平成20年６月 当社監査役（現任）

（注）

３
－

    計 　 1,375

　（注）１．猿渡彬順氏、佐野秀和氏、辻井一成氏及び坪多晶子氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であり

ます。

２．取締役の任期は、定款の定めにより１年間となっており、平成22年３月期にかかわる定時株主総会終結の時

までとなっております。

３．監査役の任期は、定款の定めにより４年間となっております。

　　①監査役猿渡彬順氏の任期は平成25年３月期にかかわる定時株主総会終結の時までとなっております。

　　②監査役佐野秀和氏並びに辻井一成氏の任期は平成23年３月期にかかわる定時株主総会終結の時までとな

　っております。

 ③監査役坪多晶子氏の任期は平成24年３月期にかかわる定時株主総会終結の時までとなっております。

　     ４．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、平成21年６月23日より執行役員制度

を導入しております。執行役員は12名で以下のように構成されております。

　　　　　　社長執行役員　　尾上　嘉基

　　　　　　常務執行役員　　上田　篤　　　管理

　　　　　　常務執行役員　　村上　弘之　　協業

　　　　　　常務執行役員　　中野　隆司　　人事

　　　　　　執行役員　　　　小南　達男　　開発・進学館・ＥＣＥ

　　　　　　執行役員　　　　宮本　剛治　　採用・開進館

　　　　　　執行役員　　　　松尾　秀彦　　企画・研伸館

　　　　　　執行役員　　　　辰巳　和功　　戦略・個別館

　　　　　　執行役員　　　　松本　浩志　　総務

　　　　　　執行役員　　　　田辺　岳雄　　経理

　　　　　　執行役員　　　　今村　朗　　　教務・アナップ

　　　　　　執行役員　　　　水田　猛　　　情報・E-Lecture

５．ＭＤとはマネージング・ディレクター（MANAGING DIRECTOR）、ＡＤとはアドミニストラティブ・ディ

レクター（ADMINISTRATIVE DIRECTOR）の略名であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞

　当社では、経営環境の変化に迅速に対応できる体制を維持すると同時に、経営監視機能を高め、経営の透明性・健

全性を確保するために、コーポレート・ガバナンスの強化に努めております。

　また、全役員及び使用人等が、企業倫理及び遵法精神に基づいて、コンプライアンスの徹底に取り組んでおります。

　当社は、監査役会設置会社でありますが、これは、当社の規模・社員数などを鑑み、現状においては委員会設置会社

の形態を採用するよりも、監査役会設置会社とし、かつ後述のとおり、すべて社外監査役で構成している方が監査の

透明性を確保できるという観点から現状の形態を採用しております。

＜コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況＞

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の基本説明

　当社は監査役制度採用会社であり、会社の機関としては会社法に規定する株主総会、取締役会、監査役会及び会

計監査人並びに内部監査室を設置しております。

Ⅰ　取締役会

　取締役会は６名の取締役で構成され、経営判断を迅速かつ機動的に実行するための体制を整えております。

原則、月１回開催される定時取締役会の他に重要案件が生じた場合は随時、臨時取締役会を開催しております。

取締役の任期は１年とし、各取締役に緊張感を持たせ取締役会の活性化を図っております。

また、平成21年6月23日より執行役員制度を導入し、経営の意思決定と業務執行を分離することにより、経営の

迅速化と効率化及びコーポレートガバナンスの充実を図っております。

Ⅱ　監査役会

　当社は、監査役制度を採用しております。監査役は監視・監査機能を強化するため全員が会社法第２条第16号

に定める「社外監査役」であります。

　＜コーポレート・ガバナンス概略図＞

　　以上をまとめて図にあらわすと、次のとおりであります。
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②　内部統制システムの整備の状況

　当社の内部統制システムといたしましては、内部監査部門である内部監査室を設置し、全部門を対象に業務監査

を計画的に実施しており、内部統制システムの整備に取り組んでおります。当社の主な内部統制システムに関す

る整備状況は以下のとおりであります。

　Ⅰ　取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　当社は、「学習指導を通して子どもたちの成長に寄与していく」という崇高な使命の達成のために、自らが範

を示すことの重要性を認識した上で、当社の役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための規

範としてのコンプライアンス・マニュアルを制定する。また、社長を委員長とし、コンプライアンス担当取締役

他全取締役、監査役、その他必要な人員を構成員とするコンプライアンス委員会を設置し、実務担当部局として

事務局を設け、各部門にコンプライアンス責任担当者を配置する。

　コンプライアンス委員会は、取締役、管理職、一般社員、アルバイト・パートに対して、階層的に応じた必要な

研修を実施し、啓蒙に努める。

　コンプライアンス委員会と内部監査室は、「内部統制」の観点から必要な「監査方針」に対する認識を共有

し、「方針」と「監査」の連動を図る。

　また、内部監査室が実施した取締役・使用人の職務執行の妥当性に関する監査の結果は、取締役会に報告され

る。コンプライアンス委員会は、取締役・使用人の職務執行における違法または不正行為の早期発見と未然防

止、発生の抑制のための通報窓口「コンプライアンスデスク」を設置し、派遣社員・パートも含む全従業員及

び取引先業者が利用できる環境を整える。

　Ⅱ　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書取扱規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁気的媒体(以下、文書等という。)に記録・

保存し、かつ、取締役及び監査役はこれらの文書等を閲覧できるものとする。

　Ⅲ　損失リスクの管理に関する規程その他の体制

　取締役及び管理職は、自己の担当領域について当社全体のリスク管理の体制を構築する権限と責任を有する。

さらに、コンプライアンス担当役員が、体制を横断的に推進・管理するほか、内部監査室が、リスク管理の適正

性について、内部監査を実施し、その結果を代表取締役に報告する。不測または重大な事態が起こった場合に

は、社長を本部長とし、必要な人員で組織する危機対策本部を設置し、必要に応じ顧問弁護士等の外部有識者と

も連携をとれる体制を構築する。

　Ⅳ　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会において、取締役の職務の効率性を確保するために合理的な経営方針の策定、全社的な重要事項につ

いて検討・決定する経営会議等の有効な活用、各部門間の有効な連携の確保のための制度の整備・運用を行っ

ていく。また、取締役に対する必要かつ効果的な研修の実施等を行うことにより、その執行能力を高める。

　Ⅴ　監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使用

人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役は、管理部門担当取締役と協議のうえ、管理部門所属の職員に対して、監査業務に必要な事項を命令す

ることができるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた職員はその命令に関して、取締役等の指

揮命令をうけないものとする。

　Ⅵ　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び監査役への報告に関する体制

　取締役または使用人は、監査役に対して、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与える恐れのある事実を

発見したときには当該事実に関する事項を速やかに報告するものとする。また、内部監査室、コンプライアンス

担当取締役は、監査役会において、業務状況について報告するものとする。

　また、社内通報窓口「コンプライアンスデスク」において監査役会へ報告すべき事柄の報告があった場合に

は、速やかかつ適切に監査役会に報告するものとする。

　Ⅶ　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は内部監査室の実施する内部監査に係る年次計画について事前に説明を受け、その修正を求めること

ができ、また、内部監査の実施状況について適宜報告を受け、必要があると認めるときは追加の監査を求めるこ

とができるものとする。

　また、監査役は取締役及び監査法人との間で、それぞれ意見交換会を設けるものとする。

　Ⅷ　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

　社会の秩序と安全を脅かす反社会的勢力に対しては、不正な要求や取引に応じず、公共の信頼性・業務の健全

性を維持することに努める。さらに、当社の役員及び従業員の行動指針である「コンプライアンスマニュア

ル」において、当該事項に関する規定を設け、社内に周知徹底し、毅然とした態度で反社会的勢力と対峙するこ

とを基本姿勢とする。また、事案発生の際は「危機管理規程」に基づき、速やかに担当部署へ報告・相談し、関

係行政機関や顧問弁護士と緊密に連携して適切に対処する体制を整備している。
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③　内部監査及び監査役監査の状況

　当社では社内監査部門として内部監査室を設置しており、各事業部門とは独立した社長直轄の部署と位置づけ

ております。専従スタッフは２名ですが、兼務スタッフとして１名配属させ、監査業務の円滑化を促進しておりま

す。内部監査室は、年間の事業監査計画に基づき、監査項目チェックリストを作成のうえ、業務活動及びそれに付

随する活動の実態、コンプライアンスについて、監査活動を各事業所に対して原則、年１回(必要に応じて複数回)

行っており、監査活動における問題点やその改善点等に関する報告書を直接社長に対して提出しております。ま

た、監査役会とも定期的に会議を実施し、監査活動に基づき、社内の体制改善に対して、取締役会に意見の提言・

勧告を行っております。なお、現在監査役は４名ですが、監視・監査機能を強化するため、全員が社外監査役であ

ります。さらに、内部監査室、監査役会、監査法人は、定期的に会議を実施し、相互連携をとりながら監査業務を

行っております。

④　会計監査の状況

　会計監査については、仰星監査法人を選任し、監査契約を結び正しい経営情報を逐次提供しております。内部監

査室、監査役会、監査法人は監査計画や監査結果の報告などの定期的な会合を含め必要に応じて随時情報交換を

行い、相互連携して監査業務を推進しております。

　なお、業務を執行した公認会計士は、平居新司郎氏（継続監査年数２年）及び德丸公義氏（継続監査年数４年）

であり、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士９名、その他３名であります。

（注）その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。

⑤　社外取締役及び社外監査役との関係

　当社と社外監査役４名のうち、佐野秀和氏とは取引関係があります。しかしながら、社外監査役個人が直接利害

関係を有するものではありません。その他の社外監査役３名との間には、人的関係、資本的関係または取引関係、

その他の利害関係はありません。なお、現在、社外取締役はおりません。

(2)リスク管理体制の整備状況

　リスク管理体制と関連性の深いコンプライアンス体制に関する当社の基本的な考え方は、以下のとおりでありま

す。すなわち「コンプライアンス・マニュアルを制定し、当社の取締役・使用人等が法令・定款及び社会規範を遵

守した行動をとるための規範とする。また、社長を委員長とし、各取締役、監査役、その他必要な人員を構成員とする

コンプライアンス委員会を設置し、その事務局として担当部局を設け、各部門にコンプライアンス責任者を配置す

る。取締役・使用人等に対して、階層的に必要な研修を実施する。また、内部監査室で各部門の業務プロセス等の監

査を実施し、取締役会で報告する。」であります。　　

　また、少子化による対象生徒数の減少、他社の参入といった当社の経営成績に影響を及ぼすリスクに対して、それ

らを分散させリスクを最小限度に抑えるための対応策として、総合的・多面的な教育事業部門を展開しておりま

す。

(3)役員報酬の内容

　当社の役員報酬の内訳は、以下のとおりであります。

区分 人員 報酬等の総額

 取締役

（うち社外取締役）

 ６名

(－名)

 68,222千円

(－千円)

 監査役

（うち社外監査役）

 ５名

(５名)

 10,835千円

(10,835千円)

 合計  11名  79,058千円

　（注）１．上記には、平成20年５月31日をもって退任した監査役１名（うち社外監査役１名）を含んでおります。

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．上記のほか、平成20年６月24日開催の第31回定時株主総会決議、その後の監査役の協議により監査役１名

（うち社外監査役１名）に対し、役員退職慰労金を支給しており、その額は30千円であります。

４．株主総会の決議に基づく取締役及び監査役の報酬限度額は、以下のとおりであります。

取締役　　年額150,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）

（平成12年6月29日開催の第23回定時株主総会決議）

監査役　　年額　20,000千円以内

（平成4年6月26日開催の第15回定時株主総会決議）
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　(4)取締役の員数

　当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めております。

　(5)取締役の選任及び解任の決議

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することのできる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席した株主総会において、その議決権の過半数の決議によって選任する旨を定款に定めております。また、取

締役の選任決議については累積投票によらない旨も定款に定めております。

　また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決

権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　(6)株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①自己の株式の取得

　当社は、自己の株式の取得について、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行のため、取締役会の決議

によって、市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。これは、自己株式の

取得を取締役会の権限とすることにより、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行、株主への利益還元

等を目的とした機動的な自己株式の取得を可能にするためであります。

②剰余金の配当

　平成20年６月24日開催の第31回定時株主総会決議により、当社は剰余金の配当等会社法第459条第1項各号に定め

る事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定めるこ

とができる旨を定款で定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、機動的な資

本政策及び配当政策を遂行することを目的とするものであります。

　なお、同決議により、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当をすることができる旨の記載を定款から削除し

ております。

　　　 ③取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役の責任免除について、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるように

するため、会社法第426条第１項の規定により、職務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及び

監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除する

ことができる旨を定款で定めております。

　(7)株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の定めによるべき決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使する

ことのできる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを決

する旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の

円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

－ － 23,500 1,260

②【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容といたしましては、公認会計士法第２

条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である、内部統制の評価・報告システムの構築に係る指導・助言業務

を委託し対価を支払っております。

③【監査報酬の決定方針】

　特段の方針等は設けておりません。

 (注)　当社と会計監査人　仰星監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、3,000万円または監査委託者か

ら受け、または受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た額と

のいずれか高い額としております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日

まで）及び当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表について、仰星監査法人により

監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,326,806 1,826,478

売掛金 229,667 235,271

教材 54,553 －

貯蔵品 15,490 －

たな卸資産 － ※1
 82,746

前払費用 108,819 105,115

繰延税金資産 42,424 39,044

未収入金 278,199 －

その他 1,600 5,072

貸倒引当金 △4,700 △6,100

流動資産合計 3,052,859 2,287,629

固定資産

有形固定資産

建物 ※2
 3,623,743

※2
 4,305,143

減価償却累計額 △1,633,123 △1,844,408

建物（純額） 1,990,620 2,460,735

構築物 54,533 55,778

減価償却累計額 △35,647 △37,352

構築物（純額） 18,885 18,426

車両運搬具 29,491 29,491

減価償却累計額 △13,859 △20,237

車両運搬具（純額） 15,631 9,253

工具、器具及び備品 565,082 647,033

減価償却累計額 △290,157 △408,148

工具、器具及び備品（純額） 274,925 238,885

土地 ※2
 2,932,166

※2
 3,803,593

建設仮勘定 20,000 4,800

有形固定資産合計 5,252,229 6,535,693

無形固定資産

ソフトウエア 103,307 78,611

電話加入権 19,322 19,348

その他 167 116

無形固定資産合計 122,796 98,075

投資その他の資産

投資有価証券 418,278 357,144

出資金 50 50

従業員長期貸付金 5,120 4,450

長期前払費用 9,989 7,653
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

繰延税金資産 293,502 336,492

差入保証金 1,200,157 1,179,891

保険積立金 108,904 115,851

その他 400 230

投資その他の資産合計 2,036,402 2,001,763

固定資産合計 7,411,428 8,635,532

資産合計 10,464,288 10,923,161

負債の部

流動負債

買掛金 83,676 84,459

未払金 310,678 317,143

未払費用 174,724 191,344

未払法人税等 189,862 126,882

未払消費税等 17,878 52,622

前受金 50,493 47,198

預り金 48,384 51,910

賞与引当金 35,450 36,009

その他 18,658 20,642

流動負債合計 929,808 928,213

固定負債

退職給付引当金 32,801 244,143

役員退職慰労引当金 266,190 325,350

預り保証金 19,816 84,495

固定負債合計 318,808 653,989

負債合計 1,248,616 1,582,202

純資産の部

株主資本

資本金 1,667,106 1,667,106

資本剰余金

資本準備金 1,946,100 1,946,100

資本剰余金合計 1,946,100 1,946,100

利益剰余金

利益準備金 230,000 230,000

その他利益剰余金

別途積立金 4,357,500 4,357,500

繰越利益剰余金 1,140,364 1,318,459

利益剰余金合計 5,727,864 5,905,959

自己株式 △128,142 △171,743

株主資本合計 9,212,928 9,347,422
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,743 △6,463

評価・換算差額等合計 2,743 △6,463

純資産合計 9,215,672 9,340,958

負債純資産合計 10,464,288 10,923,161
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 7,914,251 8,248,789

売上原価 6,075,282 6,403,330

売上総利益 1,838,968 1,845,459

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 560,144 513,207

貸倒引当金繰入額 3,208 4,158

役員報酬 70,463 79,058

役員退職慰労金 60 10

給料及び賞与 159,895 171,514

退職給付費用 16,760 24,890

役員退職慰労引当金繰入額 19,900 59,180

賞与引当金繰入額 2,505 2,884

福利厚生費 35,061 35,687

採用費 32,697 37,090

消耗品費 8,361 9,516

租税公課 37,818 42,410

減価償却費 27,510 25,389

賃借料 18,405 12,561

支払手数料 30,059 30,416

その他 95,855 81,158

販売費及び一般管理費合計 1,118,707 1,129,135

営業利益 720,261 716,323

営業外収益

受取利息 5,945 5,280

受取配当金 3,865 4,360

自販機収入 1,916 2,446

投資有価証券売却益 － 2,831

その他 4,484 3,390

営業外収益合計 16,211 18,309

営業外費用

投資事業組合運用損 1,132 2,427

自己株売買手数料 950 493

その他 366 242

営業外費用合計 2,450 3,164

経常利益 734,021 731,468
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別利益

訴訟和解金 10,000 －

換地交付金 1,385 －

受取保険金 － 1,183

その他 490 －

特別利益合計 11,875 1,183

特別損失

固定資産売却損 ※1
 12,899 －

固定資産除却損 ※2
 786

※2
 1,397

校舎整理損 ※3
 67,502

※3
 5,198

投資有価証券評価損 ※4
 163,180

※4
 100,755

その他 600 1,892

特別損失合計 244,967 109,242

税引前当期純利益 500,929 623,409

法人税、住民税及び事業税 373,678 296,531

法人税等調整額 △159,089 △33,306

法人税等合計 214,588 263,225

当期純利益 286,341 360,183
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．人件費 ※２  3,274,403 53.9  3,591,009 56.1

２．教材費   135,068 2.2  136,104 2.1

３．経費        

通信費  66,746   77,818   

水道光熱費  124,760   135,037   

消耗品費  578,108   422,212   

減価償却費  269,684   361,886   

賃借料  1,070,999   1,046,268   

業務委託費  70,259   114,845   

テスト代  35,807   42,481   

受験情報誌費  4,608   4,526   

その他  444,834 2,665,810 43.9 471,139 2,676,216 41.8

売上原価   6,075,282 100.0  6,403,330 100.0

        

（脚注）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　１　売上原価は、教室運営に関して直接発生した費用であ

ります。

　１　　　　　 　　　　同左

※２　人件費の中には、賞与引当金繰入額32,944千円、退職

給付費用203,388千円が含まれております。

※２　人件費の中には、賞与引当金繰入額33,125千円、退職

給付費用308,380千円が含まれております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,667,106 1,667,106

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,667,106 1,667,106

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,946,100 1,946,100

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,946,100 1,946,100

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 230,000 230,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 230,000 230,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 4,357,500 4,357,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,357,500 4,357,500

繰越利益剰余金

前期末残高 1,018,001 1,140,364

当期変動額

剰余金の配当 △163,978 △182,089

当期純利益 286,341 360,183

当期変動額合計 122,363 178,094

当期末残高 1,140,364 1,318,459

利益剰余金合計

前期末残高 5,605,501 5,727,864

当期変動額

剰余金の配当 △163,978 △182,089

当期純利益 286,341 360,183

当期変動額合計 122,363 178,094

当期末残高 5,727,864 5,905,959

自己株式

前期末残高 △36,358 △128,142
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当期変動額

自己株式の取得 △91,784 △43,600

当期変動額合計 △91,784 △43,600

当期末残高 △128,142 △171,743

株主資本合計

前期末残高 9,182,349 9,212,928

当期変動額

剰余金の配当 △163,978 △182,089

当期純利益 286,341 360,183

自己株式の取得 △91,784 △43,600

当期変動額合計 30,579 134,493

当期末残高 9,212,928 9,347,422

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △14,376 2,743

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

17,120 △9,207

当期変動額合計 17,120 △9,207

当期末残高 2,743 △6,463

純資産合計

前期末残高 9,167,972 9,215,672

当期変動額

剰余金の配当 △163,978 △182,089

当期純利益 286,341 360,183

自己株式の取得 △91,784 △43,600

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,120 △9,207

当期変動額合計 47,699 125,286

当期末残高 9,215,672 9,340,958
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業収入 8,311,225 8,650,914

原材料又は商品の仕入れによる支出 △154,816 △153,812

人件費の支出 △3,389,343 △3,665,319

その他の営業支出 △3,486,566 △3,361,599

小計 1,280,500 1,470,182

利息及び配当金の受取額 10,547 10,339

その他の受取額 18,084 6,847

その他の支払額 △9,931 △4,047

法人税等の支払額 △389,446 △389,632

営業活動によるキャッシュ・フロー 909,754 1,093,689

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △200,000

有形固定資産の取得による支出 △1,045,531 △1,514,970

有形固定資産の売却による収入 24,149 －

無形固定資産の取得による支出 △73,845 △3,056

差入保証金の差入による支出 △76,119 △73,652

差入保証金の回収による収入 46,814 286,051

預り保証金の受入による収入 － 95

投資有価証券の取得による支出 △202,266 △85,115

投資有価証券の売却による収入 － 27,843

貸付けによる支出 △6,500 －

貸付金の回収による収入 510 870

投資その他の資産の取得による支出 △6,937 △6,814

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,339,726 △1,568,748

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △163,222 △181,667

自己株式の取得による支出 △91,784 △43,600

固定負債その他の増減額（減少：△） △4,366 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △259,372 △225,267

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △689,345 △700,327

現金及び現金同等物の期首残高 3,016,151 ※
 2,326,806

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 2,326,806

※
 1,626,478
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

───────────　　

　

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

　当事業年度末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合への

出資（金融商品取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定

される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。

時価のないもの

　　　　　同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）教　材

　先入先出法による原価法

たな卸資産

    先入先出法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）により算定して

おります。

（会計方針の変更）

　当事業年度より、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準　第９号

平成18年７月５日公表分）を適用して

おります。これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益への影響はあ

りません。

 (2）貯蔵品

　先入先出法による原価法

　

　

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　建物（附属設備を除く）は定額法、建

物以外については、定率法によっており

ます。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　２～50年

車両運搬具及び器具及び備品

３～20年

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

(2）無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については、貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員賞与の支給に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額

を計上しております。

　過去勤務債務はその発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により、発生年度から費用処

理することとしております。

　なお、数理計算上の差異（85,831千

円）については、発生年度において一括

して費用処理しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額

を計上しております。

　過去勤務債務はその発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により、発生年度から費用処

理することとしております。

　なお、数理計算上の差異（185,627千

円）については、発生年度において一括

して費用処理しております。

   
 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職金規程に基づく当事業年度

末要支給額の100%相当額を計上してお

ります。

(4）役員退職慰労引当金

同左

５．売上高の計上基準 (1）授業料収入

　受講期間に対応して計上しておりま

す。

(1）授業料収入

同左

 (2）教材収入

　教材提供該当月に計上しております。

(2）教材収入

同左

 (3）年間諸費収入

　受講開始日の属する事業年度に計上し

ております。

(3）年間諸費収入

同左

 (4）入学金収入

　入学日の属する事業年度に計上してお

ります。

(4）入学金収入

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

───────────　　

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

 

EDINET提出書類

株式会社アップ(E04893)

有価証券報告書

42/62



項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

消費税等の会計処理

同左

【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(固定資産の減価償却方法の変更)

　当事業年度より、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更

により売上総利益が17,860千円、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益が17,898千円減少しております。 

(追加情報）

　法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の5％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の5％相当額と備忘価額との差額を

５年間に渡り均等償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。この変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

───────────　　

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（貸借対照表）

　１．前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「未収入金」は、資産の総額の100分の1を

超えたため区分掲記しました。

　なお、前事業年度末における「未収入金」の金額は

1,208千円であります。

　

───────────　　

２．前事業年度まで投資その他の資産の「その他」に含

めて表示しておりました「保険積立金」は、資産の総

額の100分の1を超えたため区分掲記しました。

　なお、前事業年度末における「保険積立金」の金額は

101,966千円であります。

───────────　　

　

　───────────

（貸借対照表）

　前事業年度まで区分掲記しておりました「未収入金」

（当期末残高2,796千円）は、資産の総額の100分の1以

下となった為、流動資産の「その他」に含めて表示し

ております。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

      ───────────  ※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

教　材　 65,682千円　

貯蔵品　 17,063千円

  合計　 82,746千円

※２　　担保に供している資産及び対応債務は、次のとおり

であります。

※２　　担保に供している資産及び対応債務は、次のとおり

であります。

担保に供している資産 担保に供している資産

建物    377,283千円

土地   1,697,817千円

合計     2,075,100千円

建物       120,456千円

土地       823,247千円

合計       943,703千円

担保付債務 担保付債務

長期借入金 　－千円

合計 　－千円

長期借入金 　－千円

合計 　－千円

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

　

　土地      12,899千円

合計     12,899千円

　───────────　

※２　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。　

　

　建物(附属設備を含む）除却損        384千円

　構築物除却損         65千円

器具及び備品除却損         335千円

　合計         786千円

※２　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。　

　

　建物(附属設備を含む）除却損      279千円

　構築物除却損        140千円

工具、器具及び備品除却損

　長期前払費用

    793千円

183千円　

　合計       1,397千円

※３　校舎整理損の内訳は、次のとおりであります。

　

※３　校舎整理損の内訳は、次のとおりであります。

　

　建物(附属設備を含む)除却損 54,310千円

　構築物除却損   3,260千円

　器具及び備品除却損　  2,280千円

　原状復帰工事費用     4,427千円

　備品運搬費     1,678千円

　閉校に伴う入学金返還額     1,545千円

合計     67,502千円

　建物(附属設備を含む)除却損       3,650千円

　工具、器具及び備品除却損　       110千円

　原状復帰工事費用         456千円

　備品運搬費         142千円

　閉校に伴う入学金返還額         838千円

合計       5,198千円

※４　投資有価証券評価損の内訳は、次のとおりでありま

す。

　

※４　投資有価証券評価損の内訳は、次のとおりでありま

す。

　

株式 132,170千円

不動産投資信託証券 31,010千円

合計  163,180千円

株式      66,875千円

不動産投資信託証券      33,880千円

合計     100,755千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 10,309 － － 10,309

合計 10,309 － － 10,309

自己株式     

普通株式 60 132 － 193

合計 60 132 － 193

（変動の事由）

増加数の内訳は以下のとおりであります。

取締役会決議に基づく買取による増加　　　　　  132千株

単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　0千株

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月21日

定時株主総会
普通株式 163,978 16 平成19年３月31日 平成19年６月22日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月24日

定時株主総会
普通株式 182,089 利益剰余金 18 平成20年３月31日 平成20年６月25日

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 10,309 － － 10,309

合計 10,309 － － 10,309

自己株式     

普通株式 193 79 － 273

合計 193 79 － 273

（変動の事由）

増加数の内訳は以下のとおりであります。

取締役会決議に基づく買取による増加　　　　　   79千株

単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　0千株

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
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 該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月24日

定時株主総会
普通株式 182,089 18 平成20年３月31日 平成20年６月25日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年４月27日

取締役会
普通株式 180,650 利益剰余金 18 平成21年３月31日 平成21年６月８日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載さ

れている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載さ

れている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定   2,326,806千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
　－千円

現金及び現金同等物   2,326,806千円

現金及び預金勘定     1,826,478千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
　△200,000千円

現金及び現金同等物     1,626,478千円

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

器具及び備品 3,254 2,169 1,084

合計 3,254 2,169 1,084

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

器具及び備品 3,254 3,254 －

合計 3,254 3,254 －

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

（注）　　　　　　　　同左

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,084千円

１年超     －千円

計 1,084千円

１年内      －千円

１年超     －千円

計      －千円

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

（注）　　　　　　　　同左

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 1,402千円

減価償却費相当額 1,429千円

支払リース料      1,084千円

減価償却費相当額      1,084千円

(4)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

取得原価
(千円)

貸借対照表
計上額(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

貸借対照表
計上額(千円)

差額
(千円)

貸借対照表
計上額が
取得原価を
超えるもの

（１）株式
（２）債券
①国債・地方債等
②社債
③その他
（３）その他

52,390

－
－
－
－

57,070

－
－
－
－

4,680

－
 
－
－

66,761

－
 
－
 

68,200

－
 
－
 

1,438

－
 
－
 

小　　　計 52,390 57,070 4,680 66,761 68,200 1,438

貸借対照表
計上額が
取得原価を
超えないもの

（１）株式
（２）債券
①国債・地方債等
②社債
③その他
（３）その他

173,100

－
 
－

69,590

173,100

－
 
－

69,590

－

－
 
－
－

151,932

－
 
－

33,310

145,380

－
 
－

28,770

△6,552

－
 
－

△4,540

小　　　計 242,690 242,690 － 185,242 174,150 △11,092

合　　　計 295,080 299,760 4,680 252,003 242,350 △9,653

　（注）１．　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ30%相当額以上下落した場合、合理的な反証が無い限り

「時価が著しく下落した」と判定し減損処理を行っております。　

　２．　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減損処理を行い、投資有価証券評

価損100,755千円を計上しております。

２．事業年度中に売却したその他有価証券

 
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

売却額（千円） － 27,843

売却益の合計額（千円）　 － 2,831

売却損の合計額（千円） － －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 前事業年度（平成20年３月31日） 当事業年度（平成21年３月31日）

 貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

(1)その他有価証券   

非上場株 19,597 19,597

投資事業有限責任組合出資金 98,921 95,197
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、昭和55年５月１日より適格退職年金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前事業年度

（平成20年３月31日）
当事業年度

（平成21年３月31日）

(1)退職給付債務（千円）  

(2)年金資産（千円）  

(3)未積立退職給付債務（千円） (1)＋(2)

(4)会計基準変更時差異の未処理額（千円）

(5)未認識数理計算上の差異（千円）  

(6)未認識過去勤務債務（債務の減額）（千円）

(7)貸借対照表計上額純額（千円） (3)＋(4)＋(5)＋(6)

(8)前払年金費用（千円）  

(9)退職給付引当金（千円） (7)－(8)

△1,013,167

833,213

△179,954

－

－

147,152

△32,801

－

△32,801

△1,094,581

740,073

△354,508

－

－

110,364

△244,143

－

△244,143

３．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1) 勤務費用（千円）  

(2）利息費用（千円）  

(3）期待運用収益（千円）  

(4）過去勤務債務の費用処理額（千円）

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円）

(6）退職給付費用（千円） (1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)

108,882

14,881

△13,971

24,525

85,831

220,148

103,090

20,263

△12,498

36,788

185,627

333,270

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前事業年度

（平成20年３月31日）
当事業年度

（平成21年３月31日）

(1) 割引率（％） 2.0 同左　

(2) 期待運用収益率（％） 1.5 同左　

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(4) 数理計算上の差異の処理年数（年） 1 同左

 （発生期末一括償却） 　

(5) 過去勤務債務の処理年数 　56ヶ月　　

(発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定

額法による。）

　  同左　
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役　　 　 5名
当社従業員　　　119名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注１）

普通株式　219,600株

付与日 平成16年９月27日

権利確定条件 （注２）

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
 権利確定後３年以内。
但し、権利行使時においても当社取締役、従業員であること。

 (注)１．株式数に換算して記載しております。
２．新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。
ａ　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」とする。）について、法律や社内諸規則等
の違反、社会や会社に対する背信行為等があった場合には、権利は即時に喪失するものとし、以後、
当該対象者の新株予約権の行使を認めない。
ｂ　新株予約権者は、権利行使時においても、当社取締役、従業員であることを要する。
ｃ　新株予約権の相続に関しては、取締役会で決議された場合にかぎり相続できるものとする。
ｄ　その他の権利行使者の条件は、本総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新
株予約権者の間で締結する新株予約権付与契約書に定めるところとする。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
　当事業年度（平成20年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ
ンの数については、株式数に換算して記載しております。
①　ストック・オプションの数

 
平成16年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　（株）  

前事業年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　（株）  

前事業年度末 238,800

権利確定 －

権利行使 －

失効 19,200

未行使残 219,600

②　単価情報

 
平成16年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 686

行使時平均株価　　　　　（円） －

付与日における公正な評価単
価（円）

－

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）
１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容
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平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社取締役　　 　 6名
当社従業員　　　113名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注１）

普通株式　212,400株

付与日 平成16年９月27日

権利確定条件 （注２）

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
 権利確定後３年以内。
但し、権利行使時においても当社取締役、従業員であること。

 (注)１．株式数に換算して記載しております。
２．新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。
ａ　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」とする。）について、法律や社内諸規則等
の違反、社会や会社に対する背信行為等があった場合には、権利は即時に喪失するものとし、以後、
当該対象者の新株予約権の行使を認めない。
ｂ　新株予約権者は、権利行使時においても、当社取締役、従業員であることを要する。
ｃ　新株予約権の相続に関しては、取締役会で決議された場合にかぎり相続できるものとする。
ｄ　その他の権利行使者の条件は、本総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新
株予約権者の間で締結する新株予約権付与契約書に定めるところとする。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
　当事業年度（平成21年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ
ンの数については、株式数に換算して記載しております。
①　ストック・オプションの数

 
平成16年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　（株）  

前事業年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　（株）  

前事業年度末 219,600

権利確定 －

権利行使 －

失効 7,200

未行使残 212,400

②　単価情報

 
平成16年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 686

行使時平均株価　　　　　（円） －

付与日における公正な評価単
価（円）

－
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

（単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産  

①流動資産  

未払事業税 18,550

未払事業所税 7,403

賞与引当金 14,406

賞与引当金分社会保険料 1,759

貸倒引当金 1,051

計 43,171

②固定資産  

減価償却 5,120

一括償却資産償却 28,152

減損損失 72,175

投資有価証券評価損 67,156

ゴルフ会員権評価損 1,265

退職給付引当金 13,330

役員退職慰労引当金 108,179

計 295,381

繰延税金資産計 338,553

繰延税金負債  

①流動負債  

　その他 747

計 747

②固定負債  

投資有価証券評価差額 1,878

計 1,878

繰延税金負債計 2,626

繰延税金資産の純額 335,927

繰延税金資産  

①流動資産  

未払事業税 13,483

未払事業所税 8,220

賞与引当金 14,634

賞与引当金分社会保険料 1,805

貸倒引当金 1,874

計 40,019

②固定資産  

減価償却 4,269

一括償却資産償却 22,633

減損損失 71,546

投資有価証券評価損 840

ゴルフ会員権評価損 1,335

退職給付引当金 99,220

役員退職慰労引当金 132,222

投資有価証券評価差額 4,425

計 336,492

繰延税金資産計 376,512

繰延税金負債  

①流動負債  

　その他 975

計 975

繰延税金負債計 975

繰延税金資産の純額 375,536

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.64％

　（調整）  

　地方税均等割 2.37％

　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.12％

　受取配当等永久に益金に算入されない項目 △0.24％

　その他 △0.05％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.84％
　

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）
該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額  910円99銭
１株当たり当期純利益金額 28円09銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 28円08銭

１株当たり純資産額   930円73銭
１株当たり当期純利益金額   35円75銭
（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 

前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 286,341 360,183

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 286,341 360,183

期中平均株式数（株） 10,193,081 10,074,934
   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 3,850 －

（うち新株予約権（株）） (3,850) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

────────  （新株予約権）

　平成16年９月27日付与

　ストックオプション

　　潜在株式の数

　　　当社普通株式

　　　212,400株

（重要な後発事象）

前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。 　同左
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）

投資有価証券 その他有価証券

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 20,000 68,200

全日本空輸株式会社 130,000 50,180

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 200,000 95,200

株式会社ユーデック 390 19,500

その他（３銘柄） 74 97

計 350,464 233,177

　　　　　【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券 その他有価証券

ジャフコ・スーパーＶ３－Ａ号

投資事業有限責任組合
1 95,197

ダイワ世界リートファンド 100,000,000 28,770

計 100,000,001 123,967
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

（千円）

当期増加額

（千円）

当期減少額

（千円）

当期末残高

（千円）

当期末減価償

却累計額また

は償却累計額

（千円）

当期償却額

（千円）

差引当期末　

残高

（千円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 3,623,743 693,112 11,712 4,305,143 1,844,408 219,067 2,460,735

構築物 54,533 1,550 305 55,778 37,352 1,869 18,426

車両運搬具 29,491 0 0 29,491 20,237 6,378 9,253

工具、器具及び備品 565,082 100,301 18,351 647,033 408,148 135,437 238,885

土地 2,932,166 871,427 0 3,803,593 0 0 3,803,593

建設仮勘定 20,000 4,800 20,000 4,800 0 0 4,800

有形固定資産計 7,225,017 1,671,192 50,369 8,845,840 2,310,146 362,753 6,535,693

無形固定資産 　       

ソフトウェア 143,991 50,968 51,192 143,767 65,155 24,471 78,611

電話加入権 19,322 26 0 19,348 0 0 19,348

その他 786 0 0 786 670 51 116

無形固定資産計 164,099 50,994 51,192 163,901 65,826 24,523 98,075

（注）１．当期増加額の主なものは、下記のとおりであります。

 (建物) 進学館、研伸館中学生課程、研伸館高校生課程、個別館、サ

イエンスラボ学園前校、ＬＥＣ（レゴ　エデュケーション　

センター）奈良学園前教室

(賃貸中の物件を購入したことによるもの) 580,310 千円

 開進館、個別館本山校 (新規開設に伴うもの) 40,376 千円

 研伸館、個別館西大寺校 (新規開設に伴うもの) 24,257 千円

 (工具、器具及び

備品)

研伸館、個別館西大寺校 (新規開設に伴うもの) 17,548 千円

研伸館阪急豊中校 (増床に伴うもの) 16,417 千円

 研伸館高の原校 (VOD機器設置に伴うもの) 16,014 千円

 (土地) 進学館、研伸館中学生課程、研伸館高校生課程、個別館、サ

イエンスラボ学園前校、ＬＥＣ（レゴ　エデュケーション　

センター）奈良学園前教室

(賃貸中の物件を購入したことによるもの) 747,382 千円

 西宮市甲風園土地 (新規開設に備えての購入によるもの) 124,045 千円

　２．当期減少額の主なものは、下記のとおりであります。

 (工具、器具及び備品) 進学館西宮北口校 (改装による設備除却によるもの) 16,122 千円

 (建設仮勘定) 開進館、個別館本山校 (工事完了に伴う内装工事費精算に伴うもの) 20,000 千円

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

【引当金明細表】

区分
前期末残高

（千円）

当期増加額

（千円）

当期減少額

（目的使用）

（千円）

当期減少額

（その他）

（千円）

当期末残高

（千円）

貸倒引当金 4,700 6,100 2,758 1,941 6,100

賞与引当金 35,450 36,009 35,450 － 36,009

役員退職慰労引当金 266,190 59,190 30 － 325,350

　（注）　貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒引当率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 3,861

預金  

当座預金 218,184

普通預金 1,404,066

別段預金 365

定期預金 200,000

小計 1,822,616

合計 1,826,478

ロ　売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

一般顧客 228,615

株式会社全教研 6,622

その他 34

合計 235,271

　（注）　当期末の売掛金の相手先のうち一般顧客は全て生徒でありますので、一括して記載しております。

なお、相手先人数は12,292名であります。

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期末残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

229,667 8,546,137 8,540,533 235,271 97.3 9.9

　（注）　当期発生高には、消費税等406,958千円が含まれております。
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ハ　たな卸資産

品目 金額（千円）

教材  

　テキスト等 65,682

小計 65,682

貯蔵品  

　パンフレット等 6,157

　その他 10,906

小計　 17,063

合計 82,746

二　差入保証金

品目 金額（千円）

設備等賃借保証金 1,174,654

駐車場賃借保証金 1,657

その他 3,580

合計 1,179,891

②　負債の部

買掛金

相手先 金額（千円）

株式会社プリント大阪 27,889

株式会社ユーデック 9,923

大日本印刷株式会社 8,910

兵田印刷工芸株式会社 8,873

株式会社育伸社 5,661

その他（注） 23,200

合計 84,459

　（注）　株式会社佐川印刷他11社であります。

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報

　

第１四半期

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

第２四半期

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

第３四半期

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

第４四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

売上高（千円） 1,761,979 2,190,090 2,149,588 2,147,131

税引前四半期純利益金額

（千円）
23,136 316,660 236,890 46,722

四半期純利益金額

（千円）
12,340 185,140 137,999 24,703

１株当たり四半期純利益金

額（円）
1.22　 18.35　 13.70　 2.46　
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所
大阪市北区堂島浜１丁目１番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社ホームページ（http://www.up-edu.com/）に掲載しております。

但し、事故その他やむを得ない事由により電子公告によることができない

ときは、日本経済新聞に掲載してこれを行うこととしております。 

株主に対する特典 該当事項なし

（注）単元未満株主の権利制限

当社定款において、当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を

定めております。

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（2）取得請求権付株式の取得を請求する権利

（3）募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、つぎの書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類
事業年度
（第31期）

（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月27日近畿財務局長に提出

  
(2)有価証券報告書の訂正報告書

　 平成20年10月30日近畿財務局長に提出

自平成18年４月１日至平成19年３月31日事業年度（第30期）及び自平成19

年４月１日至平成20年３月31日事業年度（第31期）の有価証券報告書に係

る訂正報告書であります。
 
 

(3)四半期報告書及び確認書

（第32期第１四半期） （自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月12日近畿財務局長に提出

（第32期第２四半期） （自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成20年11月14日近畿財務局長に提出

（第32期第３四半期） （自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成21年２月13日近畿財務局長に提出

(4)自己株券買付状況報告書

　 平成20年６月９日近畿財務局長に提出

　 平成20年７月７日近畿財務局長に提出　

　 平成20年８月８日近畿財務局長に提出　

　 平成20年９月８日近畿財務局長に提出

　 平成20年10月８日近畿財務局長に提出

　 平成20年11月７日近畿財務局長に提出

　 平成20年12月８日近畿財務局長に提出

　 平成21年１月８日近畿財務局長に提出

　 平成21年２月９日近畿財務局長に提出

　 平成21年３月９日近畿財務局長に提出

　 平成21年４月９日近畿財務局長に提出

　 平成21年５月８日近畿財務局長に提出

　 平成21年６月９日近畿財務局長に提出

  

 　 (5)自己株券買付状況報告書の訂正報告書

　 平成20年７月11日近畿財務局長に提出

(報告期間)自平成20年５月１日至平成20年５月31日及び（報告期間）自平

成20年６月１至平成20年６月30日に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

    

  平成20年６月24日  

株式会社アップ    

 取締役会　御中  

 仰星監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 平居　新司郎　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 德丸　公義　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社アップの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第31期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アップの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

    

  平成21年６月23日  

株式会社アップ    

 取締役会　御中  

 仰星監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 平居　新司郎　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 德丸　公義　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社アップの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アップの平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社アップの平成21年３月
31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成
する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社アップが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部
統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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